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2.有 配偶女子雇用就業確率への

           実証的アプローチ

樋 口 美 雄

松 野 一 彦
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1.分 析 の目的と概要

 本稿は、現代におけるわが国の雇用制度をふまえた有配偶女子の労働供給モデルを提示 し、 これを

実証的に分析することを目的 としている。

 労働供給分析の歴史は長い。W. S. Jevons(1871)を はじめ多 くの研究者が、すでに19世紀のうち

か ら効用と労働供給の関係について理論的なメスをいれていた。その後、理論的な展開はR.Frisch

(1932)に よってますます精緻化 された。現実のデータを使った包括的な実証分析は、P. H. Douglas

(1934)に よって着手され、有沢広己(1956)やC.Long(1958)ら の手で時間的にもまた空間的に

も幅広い観察が繰り返された。

 その分析過程で、いくつかの事実関係も明 らかにされてきた。たとえば、成人男子の労働力率は、

本人の賃金や他の世帯員とは無関係に高水準で安定 しているということや、有配偶女子をはじめとす

る世帯主以外の世帯員の労働力率は世帯主所得と負の、自らの賃金率 とは正の相関関係にあるという

ことなどが明らかにされてきた。とくに後者は広 く安定 した関係であることが認められ、いまではダ

グラスー有沢法則 という名で知 られるようになった。

 その後の労働供給の分析は、アメ リカを中心 としたマイクロ(個 票)デ ータの利用により、一層精

緻化された。そこではJ.Heckman(1974)やM. Killingsworth(1983)の 分析に見 られるように統

計学の進んだ手法が開発され、推定 ・検定の面での改善は著 しい。これ らの分析で採用されている分

析枠組は、概ね次のようである。市場で決定された賃金率を与件として、各家計は自らの効用を最大

にするように供給行動を決める。労働時間ゼロのときの所得と余暇の限界代替率と賃金率を見比べ、限界

代替率の方が大きいならば一切就業しない。逆に賃金率の方が大きいならば就業を決意する。しかも労働

時間は限界代替率 と賃金率が等 しくなるように、言いかえれば自らの効用が最大になるように供給者

によって決められるという枠組になっている。言 うまで もなく、この枠組では供給者は労働時間を自

由に選択できると仮定 している。

 ところが現代のわが国の産業社会を見回す と、このような仮定は必ずしも妥当 しているようには思
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えない。企業は協同作業の必要性や教育訓練費あるいは福祉厚生費 といった労働時間に左右されない

固定費部分を重視 し、労働時間を賃金率 とともに指定 しているのが一般的なように見受けられる。一

方、個々の企業は労働時間を指定していても、企業間で指定した労働時間が異なれば、供給者は自ら

の効用に照 らし合わせて労働時間を選択できるという反論もある。だがわが国では、企業によって異

なる労働時間の幅は、アメリカに比べ小さいように見える。事実Heckman(1974)の 提示 した最適

労働時間選択モデルをテス トしてみると、わが国の場合、妥当性を認めにくいという結論を得ている

(樋口 ・早見(1984))。 そこで本稿では、労働時間は供給者によって自由に選べると仮定するかわ り

に、小尾(1983)に ならい、企業か ら賃金率と組み合わされて指定されると仮定することにする。こ

れが、「現代におけるわが国の雇用制度をふまえたモデル」と最初に但 し書きを付けた第1の 点である。

 第2の 点も労働時間に関するものだが、企業から指定される労働時間は一律であると考えてよいか

という点である。「短時間雇用者」として就業する女子が増えていることはよく知 られている。週あ

たり労働時間が35時 間未満の者を短時間雇用者 とすれば、非農林女子雇用者に占める彼女 らの割合は、

昭和35年 に8.9%だ ったものが、45年 に12.2ｰo、58年 に21.1%に 達 している。それは 「普通雇用」

の場が限られているという見方も可能であろうが、他方で供給の側においてこのような就業形態を選

択しているという事実もまた否定できない。r賃 金構造基本調査』によれば、短時間雇用者の賃金率

は明らかに低い。 しか も、パー トタイマーの多い卸小売業を見ると、彼女 らの時間あた り賃金率は45

年に一般女子の89%で あったものが50年 には75%、57年 には67ｰoへ と低下 している。にもかかわ らず

短時間雇用へ就業希望者は集中 しているのであり、このような点にわが国の女子労働進出の鍵は隠さ

れている。

 そこで本稿では、企業から提示される雇用機会は普通雇用 と短時間雇用と二種類あると仮定す る。

しか もHeckmanら のモデルと違って、両者には賃金格差が存在することを認める。供給者は、企業

から賃金率と組み合わされて提示された 「短時間雇用」と 「普通雇用」さらにはいずれにも就業 しな

い無業の三者の状態か ら選択を行なうというモデルを作る。

 モデルは、伝統的な効用理論に立ち返り効用関数を具体化 したうえで議論を進める。どのような形

状の無差別曲線をもつ家計が、いずれの状態を選択するのかを吟味 し、 これ らの選択結果を集計する

ことによって各雇用就業率を導出する(2節)。 本稿ではダグラス=有 沢法則の安定性を確認するこ

とが一つの目的となっている。いったいこれが効用理論ではどのように表現され るのかも合わせて検

討 し、推定結果の吟味にあてる。

 ところで、これまで女子の労働供給分析に携わってきた多 くの研究者から、次のような問題が投げ

かけられている。それは横断面データに基づ く分析結果を用いて、時系列の外挿テス トを行なってみ

ると、過小予測に陥る傾向があるという指摘である(詳 しくは樋口(1981)を 参照のこと)。すなわち
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             2.厂有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

多 くの先進諸国か ら、女子の労働力率は大幅に上昇 していると報告されているが、横断面分析の推定

パ ラメータを用いて時系列予測にあたったのでは、時系列的な上昇を十分かつ適切に説明することは

できない。 このギャップを埋あるために多 くの仮説が研究者か ら提示されている。

 実は本稿の分析で も、13の 家計類型について、昭和49年 および52年 のr就 業構造基本調査』を用

いてそれぞれの年の横断面分析を行なったのだが、上述の指摘 と同じことが生 じている。すなわち各

年の横断面分析では後述する統計学的検定および理論制約のいずれをも満足する結果を得ている(3

節、4節)。 だが、両年をプールしたデータを用い同じモデルをテス トしてみると、必ず しもうまい結

果が得 られない(5節)。 すなわち先にも述べたようにこれまでの多 くの分析で認められた、あるいは

本稿の横断面分析で も確認されたダグラス=有 沢法則を理論制約として用いると、プール ・データに

よる分析ではこの制約を満たさない結果となって しまう。そこでこの乖離を埋めるために本稿では、

消費分析で有効性が確かめ られている 厂所得の習慣形成仮説」のテス トを試みた(6節)。

 最後の7節 では、プール ・データを使った推定結果を用いて、家計類型間における無差別曲線の形

状の違い、世帯主所得、女子賃金率、労働時間の各雇用就業率に与える影響を比較する。たとえば子

供の年齢構成や妻の年齢、学歴によって各雇用就業率の水準がどのように異なるのか、あるいは外生

変数に対 して短時間雇用供給弾性、普通雇用供給弾性はどのように異なるのかを比較検討 し、短時間

雇用者増加の背景を探 る。

2.理 論 モデル

 本稿は、勤労者世帯における有配偶女子を分析対象とする。 これまでの分析により、世帯主の就業

率は他の世帯員の所得状況や本人に提示される賃金率の高低によって影響を受けにくく、高水準で安

定 していることが確かめられてきた(Long(1958)、 島田他(1981))。 しかも本稿の対象とする勤労

者世帯では、定義上、世帯主は雇用就業 しており、労働時間は企業から指定されていると考えられる

から、これを供給者の意思によって大きく調整することは容易でないはずである。したが って就業率、

労働時間のいずれにおいても世帯主の労働供給行動、ひいては世帯主所得は、妻の就業、非就業にか

かわりなく、彼女 らの行動を分析するときには与件 として扱うことが許されよう。

 またこの分析では、有配偶女子の雇用者についても 「労働時間は企業から指定されるのであって、

供給者の意思によって自由に変えられるものではない」と考える。企業か ら提示される指定労働時間

と賃金率のセッ トは二つあり、一方は短時間の雇用機会、他方は通常の労働時間を要する雇用機会で

あるとする。短時間雇用の場合、労働時間が企業から指定されているとするのはおか しいという指摘

があるかもしれない。だがr雇 用管理調査』など多 くの調査結果を見ると、勤労 日数や所定労働時間
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はすべてのパー トタイマーについて一律であるとす る企業は多い。また本稿で扱う短時間雇用者は、

データ上、いわゆるパー トタイマーすべてを含んでいるわけではな く、年間200日 以上就業するか、

あるいは規則的な就業者であるから、労働時間や労働日数の選択幅は限 られているだろう。そこで以

下では、世帯主所得を与件とし、妻は企業から指定される短時間雇用、普通雇用のいずれかに就業す

るか、あるいは無業者の状態でいるかの三者か らの選択問題を扱 うことになる。

 図1は 、この様子を示す。横軸

に家計所得、縦軸に点0か ら上に

妻の余暇時間、点0'か ら下 に労

働時間をとる。この図で、縦軸に

家計全体の余暇時間ではな く、妻

の余暇時間をとったのは、妻個人

の選好関数を考えているか らでは

ない。労働供給を決定する主体は

あくまで家計であるとし、家計全

体の選好関数を考える。ただ、先

にも述べたように、この分析の対

象とする勤労者世帯では世帯主の

労働時間は企業により決められて

おり、しかも簡単化のために家計

の選好関数はこの変数に関して分

0

図1 保証所得と雇用条件
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離可能性(separability)を 満たしていると仮定する。すなわち、世帯主の労働時間の長短は妻の就

業行動には影響せず、彼の就業状態は所得を通 じてのみ影響を与えると単純化 して考えている。

 そこで図1で は、縦軸の長 さ00'は 、妻の処分可能な時間(た とえば1週 間な らば7×24時 間)

Tと する。いま妻が一切就業しな くとも確保できる家計所得、たとえば世帯主所得や資産所得を保証

所得 と呼び、1と する。さらに妻に提示される普通雇用機会の労働時間をh,、 時間あたり賃金率をwl.、

短時間雇用機会のそれをhz, w2と する。すると図1の ように、妻がいずれの雇用機会にも就業 しない

ときには点イ、普通雇用機会に就業 したときには点 ロ、短時間雇用ならば点ハに位置することになる。

それぞれの家計は、点イ、 ロ、ハのうち最大の選好指標を与える点を選択するはずである。

 たとえば図2-1の ように勾配の緩い、言いかえれば時間に対する選好の強い無差別曲線をもつ家

計では、点イを通るωoが最北東に位置するから妻は無業を選択するはずである。所得に対する選好

の強い家計では、無差別曲線は急勾配になっている。 したがって図2-2、2-3の ように勾配が急
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2.「 有配偶女子雇用就業確 率への実証的アプ ローチ」

になるにつれ、短時間雇用、さらには普通雇用へ

の就業を選択する傾向が強まる。

 われわれがデータとして直接観察できるのは、

個々の家計の選択結果ではない。それを家計類型

や世帯主所得などの基準に従って集計 した短時間

雇用あるいは普通雇用の就業率である。そこで問

題となるのは、これらの観察きれた雇用就業率か

ら、その背後に潜む無差別曲線の形状や分布の状

態を知 り、これを通 じて外生変数が各就業率に与

える影響をどのようにすれば把握できるかという

ことになる。

 この問題を、選好関数およびその分布状態を次

のように二次関数に具体化 して考えてみたい。

  (・)ω 一÷71〃2+r・畑 ∠+テ・・

                 +2rs/lz

yは 実質の家計所得、π は妻の余暇時間、71か ら

r5は 選好パ ラメータとする。ただ しテ4だけに棒

線がついているのは、他のパラメータは各世帯で

共通であると仮定 しているのに対 し、r4だ けは異

なるとしたためである。すなわち図2-1、2-

2、2-3の ような無差別曲線の形状の違いは、

r9の 差異により記述されると仮定した。 r4は(1)

式を 翅で微分すればわかるように、余暇の限界効

用曲線の切片である。所得に比べ余暇に対する選

好の弱い図2-3の ような家計は、小 さなr9を

もつ。逆に図2-1の ような余暇に対する選好の

強い家計は、大 きなr4を もっているはずである。

r4は 平均r9分 散 σ2の正規分布に従 って家計間

で分布 していると仮定する。

 では、いかなる テ4を もつ家計が普通雇用を選

、 図2-1
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択 し、 短 時 間 雇 用 を選 択 す?aの か 。(1)式 の 選 好 関 数 に即 して 検 討 して み よ う。 図1か ら、 い ず れ に も

就 業 しな い状 態(点 イ)、 普 通雇 用 に就 業 した 状 態(点 ロ)、 短 時 間 雇 用 に就 業 した状 態(点 ハ)の 所

得 、余 暇 時 間 は 、 そ れ ぞれ(1,T),(1+h,w,, T-h,),(1+hz2v2, T-hz)で あ る こ とが わか る。 そ

れ らを(・即 選好 関数 のy,∠ に代 入す る と・ そ れ ぞ れ を選 択 した と きの選 好 指標 ω・,ω1,ω・ が求

ま る。

(2)ω ・一 ÷ γ1∫・+r・1+r・IT+r4T+12 r・T・

(3)b1一 ÷71(1+h,w,)・+r・(1+h,w,)+r・(1+h,w,)(T-h,)+r・(T-h,)+12r・(T-h,)2

(4)ω 、一2r,Cl+h・w,・)・+r・(1+h2w・)+r・(1+h・w・)(T-h・)+r・(T-h・)+12 r・(T-h・)2

 これ ら三者のうち、ω1が最大の値をとるような家計では、妻は普通雇用就業を選択 しているはず

で あ る。 したが って

  (5)  ω1>ω2 か つ  ω1>ωo

とい う不 等 式 を この よ うな家 計 で は満 た して い る こと に な る。 ⑤ 式 をr4に つ い て 解 い た次 式 を満 足

す るよ うなr9を もつ家 計 の妻 は、 普 通 雇 用 に就 業 して い る と言 え る。

  (6)   ?'a〈{ICm-n)+Ci-j)}ICh,一h2)

カ〉つ(7》  凾r4<(Im+の/h,

ただ し  m≡h,(raw「r3), n≡h2(riwz-rs)

     i=21-ih12w12+r・h,w,+γ ・howl(T-h,)一r・h,(T-2h,)

     j=zrihzzwzz+rzhzwz+rshzwzCT-hz)一rShzCT-2hz)

とする。普通雇用就業率は(6)、(7)式を同時に満たすr4を もつ家計の全体に占める割合である。(6)、

(7)式の右辺は各家計の保証所得1、 妻に提示 された普通および短時間労働の雇用条件h,,wi, hz, w2

の大きさに依存するから、普通雇用就業率はこれらの変数に影響されることがわかる。

 次に短時間雇用の選択について検討すると、同様の理由か ら、 これを選択 している家計では ω2が

最 大 と な って い る。 したが って

  (8)  ω2>ω1 か つ  ω2>ωo

す な わ ち

  (9)   'ア4>{1(m-n)}/(h,一h2)
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カ〉つ(ion  テ4〈(In+ブ)/hz

を 同時 に満 たすr、 を 、 妻 が 短 時 間 雇 用 就 業 して い る家 計 は もつ は ず で あ る。

 いず れ の 雇 用 機 会 に も妻 が 就 業 しな い 家 計 で は、 同 様 に して

  (11} ω。〉ω1か つ ω・〉ω2

が 成 立 して お り、r9は

  (12)r、 〉(lm+の 砺

力〉つ(13)  r4>(In+ブ)/hz

を満 足 して い る。

 と こ ろ で 、 任 意 の1,h,, wl,腕, wzが 与 え られ た と き の(6)、(7)、 α0式 の 右 辺 を 、 A, B, Cと し、・

各 々 の大 小 関係 を比 較 して み る。

  (14)  A-B={(Im十i)h2一(ln十 ブ)h,}/h,(h「h2)

  (15)     B-C ;  {(Im+2)h2一 (1'n+.グ)h1}/hihz

で あ り、(14)、(15)式の 分 子 は 共 通 、 ま た定 義 か ら普通 雇 用 の 労 働 時 間h,は 短 時 間雇 用 のh2よ り大 き

い はず で あ るか ら、 分 母 は と もに 正 の値 を と る。 した が って(1①、(15)式は 同 符号 に な る はず で あ る か ら、

A,B, Cの 大 小 関 係 は以 下 の 二 つ の ケ ー ス しか 存 在 しえ な い 。

  (16) ケ ー ス1;ノ じ≧BC≧C

  (17) ケ ー ス 皿;A≦ 三β:くC

い ま ケ ース1が 成 立 して い た とす る。 この 大 小 関係 の もと で は 、短 時 間 雇 用 就 業 者 で あ る ため の 条 件 、

(9)、(10)式が 同 時 に成 立す る こ とは あ りえ な い。 す な わ ち 、(9)式 か らr9はAよ り大 き く、かつ α0式か

らCよ り小 さ くな けれ ば な らな い が 、(16)式に 示 され るA;Cの 大 小 関係 の も とで は この よ うなr9は

存 在 しな い。 だ が 現 実 に は短 時 間 雇 用就 業 者 は 存在 す るの で あ るか ら、A, B, Cの 大 小 関係 は観 測値

の近 傍 で は ケ ー ス1の よ う にな って お らず 、 逆 に ケ ー ス 皿が 成 立 して い る はず で あ る。

 そ こで ケ ー スIIに つ いて 検 討 を 加 え る。 A, B, Cの 間 に この よ うな大 小 関 係 が あ る と、 普 通 雇 用 を

選 択 す るた め の条 件 、す な わ ち(6)、(7)式 を 同時 に満 たす とい う こ とは 、(6)式 の方 が 強 い条 件 と な り(7)

式 の条 件 は(6)式 に 包含 さ れ る。 した が って⑥ 式 を満 た せ ば(7)式 も必 然 的 に 満足 す る か ら、 ケ ー ス 皿の

も とで は(6)式が 普 通 雇 用 選択 の た め の条 件 とな る。 同 様 に して 考 え て い くと・ 先 の 各条 件 は ・(i}普通

雇 用 を 選 択 す る家 計 で はr4〈A,(ll)短 時 間 雇 用 を 選 択 す る家 計 で はA〈r 9〈c,(lll)い ず れ に も就 業 し

な い家 計 で はr4>Cと な って い る、 と書 きか え られ る。

 このようにして、ケースIIの下では普通雇用、短時間雇用、非就業いずれをも選択する家計が存在

す ることがわかる。また逆にすべての家計は三つの条件のうちいずれかを必ず満たすか ら、ある家計

はどれをも選択 しないという状態はありえない。換言すれば、この理論スキームが妥当なものである
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図3 N(ra,σ2)分 布 と各就 業確 率
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図4 ノ〉(0,1)分 布 と各 就 業 確 率

AC YIYo t

た め に は 、観 察 され る1,h,, w,, hz, wzの 範 囲 内で 、 推 定 され たパ ラ メ ー タrl r2, r3, r5が ケ ー スII

に示 さ れ た条 件 を満 た して いな けれ ば な らな い。

 そ こで ケ ー ス 皿を前 提 に して 、 普 通 雇 用 就 業 率P1,短 時 間 雇 用 就 業 率P2,非 雇 用 就 業 率(無 業 率)

Poは この 理 論 ス キ ームで どの よ う に記 述 され るか を考 え て み た い。 図3は 平 均r4,分 散 σ2の 値 が 与

え られ た と した とき のr9の 分 布 で あ る。 任 意 の 保 証 所 得1を もつ 家 計 群 に そ れぞ れ の 雇 用 条 件(h,,

w,,h2, w2)が 共 通 に 提 示 され た とす る。171, rZ, r3, r5が わか って い る とす れ ば、 A, Cの 値 は(6)、

(10)式に よ って一 義 的 に決 ま る。 した が って 全 体 の 家 計 に 占 め る、 先 の(iXiiXii)のそれ ぞれ の条 件 を満 た

すr9を もつ 家 計 の構 成 比 がP,,Pz, Paと な る。 N(r4,σ2)の 確 率 密 度 関 数 を9(r 9)と す る と、 普 通

雇 用就 業 率P,は 、

        A

と示 され る。 これ をN(0,1)に 基 準 化 す る と、

        yl

と な る 。 た だ し 、

  (20>   y1≡ ≡(A-r4)/σ

  (21}f(t)≡(～ 砺)一1卿 ←t・/2)

とする。同様に短時間雇用就業率Pzは 次のように示される。

(22)P,一 ∫Cg(r、)dr、 yo.f(t)dt

               yl

た だ し
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  ㈱ y。一(C-r9)/σ

とす る。 ま た非 就 業 確 率Poは

(24田 一 ∫1・(r4)dr・1;
。f(t)dt

で あ る 。 図4は 平 均0、 分 散1の 正 規 分 布 で あ る 。 こ の 図 は 図3と 違 いr4や σの 値 が 決 ま ら な く と

も描 け る 。 観 察 値 ρ1,pz, paが 与 え られ る と 一 義 的 にyo, yiは 決 ま る 。 一 方 、(20)式 お よ び ⑳ 式 、(6)

式 、(10)式 か ら、ya, y1は 観 察 値1, h,, w,, hz, w2お よ び71,72, r3, r4,ナ1,σ と ㈱ 、 ㈱ 式 の よ う な 関

係 に な って い る か ら、 こ の 関 係 を 使 っ て 各 パ ラ メ ー タ を 推 定 す る こ と が で き る 。

  (25)y。 一[71(hZwZa/2+w、1)+r・w.・+r・{w・(T-h・)一1}一r・+r・(hz/2-T)]/・

  (26)yi一[γ1{(hlzwlz_h22wzz)/2(h「h・)+(廨1一 乃・w・)1/(h,一h・)}

        +γ,{(hiwi-hzwz)漁1-h,)}+7,[{h,w,(T-h,)一 〃・ω・(T-h・)}/(h「h・)一 ∫]

         一r4+r5{(h,+hz)/2-T}]IQ

3.実 験計画

 前 節 で 述 べ た理 論 モ デル を 推 定可 能 な もの にす るた め に は 、 表1の よ うな保 証 所 得 階層 別 の普 通 雇

用就 業率P,s短 時 間 雇 用 就 業 率P2,非 雇 用就 業 率Po,お よ び そ れ ぞ れ の 雇 用条 件h,, wl, hz, wzの デ

ー タが必 要 で あ る。 基 本 的 に は本稿 で は これ らを 昭 和49年 お よ び52年 のr就 業 構 造 基 本 調 査 』(以

下r就 調 』 と呼 ぶ)に 求 め るが 、 その と きの 手 順 を簡 単 に述 べ て お こ う。

 この モ デ ル を 推 定す る に 際 して は、 選 好 パ ラメ ー タ71,r2, r3, r5の 等 しい世 帯 につ いて 、表1の よ唱

うな 諸 変 数 の デ ー タを と らな けれ ば な らな い。 そ こで まず 仮 定 の第1と して 、 次 の よ うな 基 準 に従 っ

表1 推定に必要な諸変数

a.世 帯主所得階層(1) 1 皿 皿 XV

b サ ンプ ル ・サ イズ
 「

N1 Nz Ns ム厂15

c.短 時間雇用就業者 31 SZ S3 S15

d.普 通雇用就業者 ゐ1 La L3 乙15

e.短 時間雇用就業率 Pz' pzz P23 Pz15

f .普 通雇用就業率 Pig plz P13 17115

g.非 就業確率 poi po2 Poi PO15

h .平 均世帯主所得 11 IZ Is 115
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て区分された家計は、みな等 しい選好パ ラメータをもっているとみなす。

 ω 家族構成:親 の同居しない核世帯に分析を限定する。

 (ロ)妻 の年齢区分:ti)20～29歳 、(2)30～39歳、(3)40～49歳、(4)50～59歳

 ㈲ 妻の学歴区分:(1)中 学卒業、②高校卒業、(3)短大 ・大学卒業

 ←)子 供の年齢構成区分:(1)0～5歳 児なし、6～14歳 児なし

             (2)0～5歳 児あり、6～14歳 児なし

             (3)0～5歳 児なし、6～14歳 児あり

             (4)0～5歳 児あり、6～14歳 児あり

以下では、これ らの基準をクロスさせることによって分けた家計群を家計類型と呼ぶ。 したがって全

部で家計類型は48(1×4×3×4)と なり、表1の ような表が48枚 できる。ところが、このうちサンプ

ル ・サイズの小さなものは統計的安定性を欠 くきらいがあるため分析対象か らはず し結局、表3に 示

されるA型 か らM型 の勤労者世帯13家 計類型について分析を行なった。

 第2の 仮定は、保証所得に関するものである。理論的には、 この変数は妻が就業しなくとも稼得可

能な所得であるから、資産所得なども含むはずである。だが,r就 調』にはこれらのデータはないから、

年間世帯主勤労所得で代理させる。区分基準 は、サンプル ・サイズの都合から、表2の 通りとした。

ただし、所得は52年 基準の消費者物価指数で実質化 してある。また家計類型によってはサンプル ・

サイズの小さな階層もあり、標本の大きさが100以 下の階層はデータか らはず した。このため、家計

類型によって階層数は異なる。

 第3は 短時間雇用と普通雇用の区分基準である。r就調』では年間200日 以上就業者あるいは規則

的就業者についてのみ、通常週における労働時間を調査 している。そこでこれを基準 とし、妻の労働

時間が週あたり35時間未満でかつ雇用者である家計を短時間雇用機会を選択 した家計、35時 間以上の

表2 世帯主所得階層区分
(単位:万 円)

49

 
 

年

第1階 層 II 皿 N V VI V皿 VIQ

50～80 80^一100 100～120 120～140 140～160 160～180 180～200 200～230

X[ X IX XQ X皿 XIV XV

230～260 260～290 290^一330 330～380 380^一450 450～600 600^一800

1 II 皿 N v VI w VIQ

70～100 100～120 120^一140 140-r160 160～180 180～200 200～230 230～260

X[ X 1X XQ X皿 XIV XV

260～290 290^一320 320～350 350^一420 420～520 520^一650 650～800
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雇用者である家計を普通雇用機会を選択 した家計と見なす。したがってこれ以外の不規則的就業者や 自

営業主 ・家族従業者は、他の無業者 と同様、非雇用就業者として扱う。本稿のモデルでは、労働時間

は企業か ら指定されていることを前提にしているから、これにあわせてこのように処置したのは当然

のことであろう。

 第4は 、雇用条件に関する仮定である。この分析では、同一の家計類型に属するすべての家計には、

共通の雇用条件が提示されていると仮定する。 この仮定は、従来の分析から賃金率に大きな影響を与

えることが明らかな学歴や年齢が同一家計類型内では等 しいために、さしあたってさほどの支障をぎ

たさないと考えられる。r就 調』には時間あたり賃金率に関する調査項目がない。 このためr賃 金構造

基本調査』から、それぞれの家計類型に提示されたと思われる雇用条件を推計 して用いた。たとえば

普通雇用の賃金率w,は 、同調査より該当する年齢、学歴の一般女子労働者に支払われた特別給与 も

含めた月間給与をとり、これを実労働時間で割って時間あた りに換算 して用いた・なお49年 ・52年

の推定結果を比較できるように、52年 基準の消費者物価指数で49年 の賃金率をデフレー トし実質化

している。次に企業の指定する労働時間h,で あるが、これは世帯主所得が1年 を調査単位としてい

るため、これに合わせ、同調査の該当する一般女子労働者の月間実労働時間を年単位に直 して求めた。

他方、短時間雇用機会の賃金率wzお よび指定労働時間h2は 、同調査のパートタイム女子労働者の給

与、月間労働時間より、普通雇用と用 じ方法で推計 した。

 'これら四つの仮定、近似のもとに表1の 世帯主所得階層別各雇用就業率と雇用条件のデ7タ を家計

類型ごとに用意 し、理論モデルの推定にあてる。

4.横 断面分析

 この節 で は上 で 展 開 され た 理 論 モ デ ル を も と に、 横 断 面 資 料 を用 い た と きの パ ラメ タの 推 定 方 法 お

よ び モ デ ル を テ ス トす る為 の 統 計 的 方 法 を提 示 す る。 か つ 推 定 及 び検 定 の結 果 を吟 味 す る こ と に した

い。

1'0,P,, Pzは 、 それ ぞれ ②の、(19)、(22)式で 与 え られ る よ うに 、確 率 的 パ ラメ タr4の 密 度 関 数 に つ い

て の 積 分 とな る。 積 分領 域 を定 め るya及 びyoは ⑳ 、㈱ 式 で 示 され た 。今yoとyiを も う一 度 、 明

示 す るな らば 、 次 の よ うに書 け る。

(27)y一(yo
yi)一zxθ

ただ し
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(28)

  1100Z=0011
   hzwzz2

X=

wa

w2

0

h12wlz-haZwaz hlw,一haw2

wz(T-hz)

一1

_1h2-T
   2

0  0

2(hl-hz)

hlwl-hzwz
0

h,一hz

h,w,CT-hl)一hzwzCT-hz)              一1

     hl-hz

h厂h2

一1

h,+h2   -T

 2

0  0

θ'=[71/σrZ/σr3/σr4/σr5/σ コ.

(271を書 き 換 え る と

  (29) y=Zn

と な る 。 た だ し

        moo

        poi

  (3〔)1  π ≡≡   =Xθ,

        Rio

        X11

とす る。 あ る い は(27).式は

  (31)   y=Ye

た だ し

  (32)  Y=ZX

と書 け る。(31)のパ ラ メ タ θ は選 好 関 数 の パ ラ メ タrl,rz, r3, r5、 及 び確 率 分 布 の パ ラ メ タr9,σ か ら

成 って お り、 よ り基 本 的 な 構 造 パ ラ メ タ と呼 ば れ る。 一 方(29)の π は この 構 造 パ ラ メ タ θ と 外 生 変 数

か らな る行 列Xの 積 で あ る。 した が って 行 列Xの 値 が 変 化 す れ ば π の値 も変 化 す る。一 つ のcross-

sectionに お いてXが 近 似 的 に一 定 とみ な せ れ ば、 π も一 定 の値 を と るパ ラメ タ と考 え られ る。 θ を

π よ り も自律 度 の 高 い構 造 パ ラメ タ と呼 ん だ の は、 この よ うな理 由が あ った た めで あ る。 以 下 の統 計

的 分析 で は、1時 点 の横 断 面 資 料 だ けを 用 い る とき に は誘 導 型 パ ラメ タ π を 推定 の対 象 と し、プ ー ル

デ ー タ を用 い る と き に は構 造 パ ラ メ タ θ を推 定 の対 象 とす る。

 この節 で は π の把 握 を 目的 とす る が、 これ は ダ グ ラス=有 沢 法 則 の パ ラメ ト リッ クな検 定 を行 う と
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い う こ とに通 じる。 今 、(19)、(22)、(24)及び(29}から次 式 を導 び く ことが で き る。

     ∂P。/∂!一 一f(y。)・ π。1

  (331) ∂Pz/∂!=f(y。)π 。「f(yi)π11

     ∂P1/∂1=ノ(yi)π11

た だ しfは 標 準 化 さ れ た正 規 分 布 の 密 度 関 数 で あ り常 に正 の値 を と る。 ダグ ラス=有 沢 法 則 を定 式 化

す れ ば 、 ∂(P,+P2)/∂1〈0ま た は ∂P1/∂1〈0と 書 け よ う。 従 って 、(お)より

     nol<0  (
341

     π11〈0

な らば ダ グ ラス=有 沢 法則 と理 論 モ デ ル は整 合 的 で あ る こ とに な る。 横 断面 資料 に よ って π を推 定 し、

岡 が 満 た され て い る か ど うか を見 極 め る こ とに よ って 、 ダ グ ラス=有 沢 法 則 が 成立 して い る か ど うか

を 検 証 す る こ とが で き る。

 前 節 で 述 べ た うち の1つ の家 計 類 型 に つ い て の横 断面 資料 を考 え る 。 これ に含 ま れ る 家 計 の数 をN

とす る。N個 の 家 計 は そ の世 帯 主 所 得 の値 に応 じてK個 の 所 得 階 層 に 分類 され て い る。 第k番 目 の

所 得 階 層 の世 帯 主 所得 をIk(k=1,… …, K)と す る。 この 時 、(19)、(22)、(241及び(29)から、第k階 層 の

普 通 雇 用就 業率Plk,短 時 間雇 用 就 業 率Pzk,及 び 非就 業 率POkは 、

     Pik-rvikfCt)dt

(35)P, yokk __f(t)dt
       ylk   Pok=f(t)dtyok k=1......K

ただ し

     yk=CyOk/=Zk7Cylk
  (36)

       11kZk= 11k

とな る。 年齢 ・学 歴 等 に よ って統 御 さ れ た 家 計 類 型 に つ い て の デ ー タを 用 い る為 、 それ らの 家 計 類 型

に 提 示 され た賃 金 率 ・指 定労 働 時 間 、 ω1,w2, h,, hz,は 統 御 を 行 な わ な い 場 合 よ り も共 通 の 値 を と る

と考 え られ る。従 ってw、 及 びhか らな る行 列Xは 横 断 面 内 で は一 定 で あ り、 従 って π=XBは パ

ラメ タで あ る とみ なす こ とが許 さ れ よ う。

 こ こでP〆 一[Pok, Pik]と 定 め る 。 K個 の ベ ク トルP1,… …, Pxはyi,… …, yxを 一 意 に定 め
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,る。 と い うの は、 変 換(35)は正規 密度 関 数 につ いて の 積 分 で あ り、Pkとykは 一 対 一 の対 応 関 係 に あ

るか らで あ る。 更 に 〃1,… …,yKと パ ラ メ タ πの 対 応 は、(361より

吠1一 「1〕・一Z*rr
と書 け る。 したが って 、 も し行 列Z*'・ili[Z i'……Z〆]=(4×K)の ラ ン クが4で あ る な らば y*'

…[Yl… …YK]は 一 意 に π を決 定 す る こ とが で き る。 そ して 行 列

(ss)ガ ー[)
,1:::::L]

のランクが2で あればZ *'のランクは4で ある。以上は直感的な議論であるが、行列zoが ランク2

を持てばPi… …PKは パラメタ πを一意に決定 し、 したがって πは識別可能である。なお、表2に

見 られる実験計画により、zoの ランクは2で あるように 為 水準が決め られている。

 誘導型パラメタ πと構造パラメタ θの関係は(鋤で π=Xθ と示された。ここで行列x=(4×5)

のランクは最大限4で あるから5次 元ベク トル θを決定す ることはできない。 したがって、1時 点の

横断面資料を用いた分析において、構造パ ラメタ θは識別可能ではない。

 次に横断面資料を用いてパ ラメタ πを推定す る為の最尤推定法を説明する。第 ん階層 に含 まれる

家計数をNhと する。 Nh個 の家計のうち、妻が普通雇用機会に就業 している家計数をLle,短 時間雇

用機会に就業している家計数をSk,そ していずれの就業機会にも就かず無業である家計数をMkと す

る(Nk=Lk+Sk+Mk)。 第k階 層についてこのような観察結果を得る確率は三項分布で与えられる。

(39)F・ 一L
、1饑!M、!P・,・L・ ・P・・S・P・k M・ ・

た だ しP1々, P2k, POIeは 、 ㈲ で 求 め られ る。 な お

     Pih=Lk/i>k

  ㈹  P2k=Sk/Nle

     POk=Mk/Nk

は それ ぞ れP lk, P2k, POkの 推 定 値 で あ る。

 各 階 層 ご との 確 率 構 造 が 独 立 で あ る と い う仮 定 の も と に、 κ 階 層 全 体 に わた って の確 率 分 布

       ん

  (41) F=nFk
       h・=1

を得 る。Fは 観 察 値(L1, Si, Mi),… …,(LK, SK, MK)を 得 る確 率 で あ り、π を 推 定 す るた め の尤

度 関数 と な る。

                    一66一



            2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アブF7一チ」

 微 分 演 算 の 後 、 整 理 す る と尤 度 方 程 式

                 pOk p2k

(42)∂1nF,a
n一 撫 蝋 愚P2k一 ・

                    p2k                 pik

                 Plk P2k

を得る。ここで

      一1=k(f(yokO)∴)
  (43)

     ayk       =Z
k,     ∂

π

である。さらに

      _1rk Nk(∫)oん(1-Po々一Po海P1々)一PlkPokPlkC1-Plk))

(4㌦
一 軌 づ[pOk-POk

plk-Plk]

     Ωバ1=Φ バ1r々 一1Φバ1

と定 め る。 す る とrkはpk'=[pok, plk]の 分 散 ・共 分 散 行 列 で あ り、 ま た Ω海一1はykの 近 似 的 な

分 散 ・共 分 散 行 列 で あ る こ とが わ か る。 この 記 号 の も とで 尤 度 方 程 式(42)を書 き換 え る と、

  (45)∂ 頴 一 壽1Z・秘 一19广 ・

とな る。

 πについての非線型方程式(45)を解けば最尤推定値は得 られる。そのためにScoring法 を採用する。

Scoring『 法 は

  ㈱ ・<i・1)一 ・・の+1(…))一1∂ 評 、の 一 一1・2,・ ・… ・                  n

に よ る逐 次 近 似 に よ って(45)の解 を求 あ る方 法 で あ る。 こ こで πσ+1)は 第Z+1番 目 の 近 似 解 で あ り、

1(π)は 情 報 行 列 で あ る。

(46-A)1(・)一 一E{ll黔 一 一Σz孟Ωゼ1 z・

 逐 次 近 似 の 初 期 値 π(1)を 得 る ため に尤 度 方 程 式 を線 型 近似 す る。 ま ず η々 '一[η 偽 η1々]を次 の よ
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う に 定 義す る。

      η1鳬

     ∫       ノ(t)dt 一=Plh

  (47)

     ∫..∫(鰄 一ρ・・
      η0々

PkがPkの 近 似 値(推 定 値)で あ る の と 同 じ くrPkはYkの 近 似値 で あ る。 PkをP leの 回 りでTay-

10r展 開 し、 そ の 第 一 項 ま で を とる と、

  (48) Pk駕Pk+Φ(Yk)(η 厂Yk)

を 得 る。 従 って(44)の9kの 定 義 式 及 び㈱ よ り次 式 を 得 る。

  (49>  9k駕 η々 一Yk=77 le-Zkπ

以 上 よ り線 型 化 され た 尤 度方 程 式 は 、㈲ 、 圓 か ら、 次 の よ う に書 か れ る。

     ん             ん

  (50>  ΣZk'Ωk-1nyk一 ΣZh'Ωk-1 Z pπ fv O
     々=1          k=1

これ を 解 い て 、 初 期 値

  (51) π(1)=[ΣZん'Ωk-iZk]一1[ΣZ〆 Ω 一々11f fe]

とす る 。

 観 察 値 、Lle, Sle, Mk,が 与 え ら れ れ ば(40)よ りPOII, P l k, P2kが 求 ま る 。 そ して(47)式 よ り求 ま っ たPle

か らOPkを 逆 算 し、 これ を(51)に 代 入 す る 。 又(51)の Ω ん は(44に 見 られ る よ う にP leを 含 む が 、 計 算 に は

そ の 推 定 値Phを 用 い る 。 さ ら に Ωhはf(yOle), f(Ylk)を 含 む が 、そ れ に つ い て は!(rPOk), f(op、lk)

を 用 い る。 以 上 の よ う に 、 ηん 及 び 毎 はy、le及 びPkに 対 す る 第0次 近 似

     9k(o)ニ=η 々

(52)

P・・… 一P・'一[∫llk(o'f(t) dt・ fi
,,,,,f(凋

とみ な し、初 期 値 π(1)を(51)に よ って 計 算 す る。

 ひ とた び π(i)が 求 ま った後 はYk及 びPleの 第i次 近 似 値 と して

     y、le(の一Zkπ(の i≧1

(53)P。k(i)一 ∫'oん σ)f(t)dt

P1・ … 一 ∫..,、 、∫(の4'

     ツ1々
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             2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

を使 う。(46)によ り πσ+1)を 求 め る際 に Ωk,qkの 値 、 す な わ ちy、le, P leの 値 が 、必 要 に な って くる。

そ の 時 に㈹ の第i次 近 似 値 、Yk(i), Ple(i)を 利 用 す る。

 逐 次 計 算 を 繰 り返 す 過 程 で 、(i+1)次 とi次 の 計 算 結 果 の 差 を 、 πの そ れ ぞ れ の要 素 に つ い て 、

  (54) d(i+1)=1π(i+1)一 π(i)/π(i)1

と定 め る。 便 宣 上 、πの 全 て の 要 素 につ いてd(i+1)〈1/100と な った 時 に 収 束 計 算 を 終 了 し、 最 終 的

に得 られ た π の値 を最 尤 推 定 値 易 とみ なす こ とに した。

 最 尤 推 定値 売 の標 本 特 性 に 関 して は 、 最 尤 法 一 般 に つ い て の古 典 的 議 論 を 採 用 す る。 我 々 の 非 古

典 的 ケ ー ス に つ い て の正 則 性 条 件 が 、 い ま の と ころ 明確 に は され て い な い た め の 次 善 の策 で あ る。 古

典 的 な 議 論 に よ れ ば最 尤 推 定 値 は漸 近 的 に正規 分布 に従 い 、 そ の 平 均 は π に等 しい 。また 分 散 ・共

分 散 行 列 は情 報 行 列 の逆 行 列 に等 しい こ とが わ か って い る。 した が って ダ グ ラ ス=有 沢 法 則 の パ ラ メ

ト リッ クな 表現 で あ る岡 を テ ス トす る 為 に正 規 分布 を 用 い た 有 意 性 検 定 を 行 う。

 三 項 分布(39)に関 す る 適合 度 検 定 に はPearsonのX2一 統 計量 。

(55)XZ-K
k=1{(Lk-NkPlk/2NkPlk+(Sk-NkP2k/2NkP2k+(Mk-NkPOkNkF'ok)2}

を 利 用 す る。 こ こでPOk, P lk, P2kは モ デ ル に も とず く理 論値 で あ る。 古 典 的 枠 組 にお い て 、このZ2

一 統 計量 は漸 近 的 に 自由度n(一 独 立 な セル の数 一推 定 され たパ ラ メ タの 数 一(3-1)K-4)を 持 つ

z2分 布 に従 う こ とが 知 られ て い る。 な お計 算 上 は 、

       ん

  (56) z2一 Σ9k':Pk-iqk
       le =1

とすればよい。

 以上に示 した統計的方法により次のような統計量がえられる。まず π'一[πoo,π01,πo,π11コの4つ

の要素についての推定値 売、及びその標準誤差(こ れは情報行列の逆行列の対角要素の平方根で あ

る)が えられる。両者によって、仮説 π一〇 の有意性検定を行なえる。更に仮説 π。1<0,π11〈0を

検定することにより、ダグラス=有 沢法則と理論モデルの整合性のテス トを行なうことが可能である。

また適合度検定の為のx2一 統計量 も得られる。

 昭和49年 のA型 からM型 までの13の 家計類型ごとに統計的方法を適用 した結果は、表3-1に

与えられている。昭和52年 についての統計量は表3-2の とおりである。

 まず適合度検定について、X2の 値 に 「*」がついているものは有意水準5%で 有意でないもの 「*

*」 がついているものは有意水準0 .5%で 有意でないものを表わす。X2一 統計量は大きい値ほど理論

と観察のギャップが大きいことを意味するか ら、「*」の印のついているもの程、そのギャップは小さ

く良好な適合度を示していることになる。「**」 は適合度が非常によいとは言えないもの、「*」印の
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表3-1 横断面分析の推定結果(昭和49年)

・

      *5 96水準で有意な もの

      **0.5%水 準で有意な もの

(以下の各表でも同様の表示方法に従う)

家計 類型 A B C D E F G

年  齢 20～29歳 20～29歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳

学   歴 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 高  率

0～5、 歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し あ  り

6～14歳 児 な  し な  し あ  り あ  り な  し あ  り あ  り

0.143017
一 〇

.387773
一 〇

.213105
一 〇

.848854
一 〇

.373924
一 〇

.223612
一 〇

.646850

匹..0
 し'「 (2.0905)** (4.4986)** (5.0395)** (6.9376)** (4.3335)** (5.0233)** (6.5641)**

一 〇.443018E-2 一 〇.446613E-2
一 〇.187976E-2 一 〇.136785E-2 一 〇.158662E-2

一 〇
.223469E-2

一 〇.205044E-2

nor
(13.0115)** (10.3198)** (9.4539)** (2.1894)** (4.5080)** (13.6767)** (5.5246)**

0.1409Q9 一 〇.403453 一〇.293823 一 〇.845024
一 〇.469477 一 〇.342035 一 〇.859580

π10

(2.0080)** (4.4552)** (6.5895)** (6.4208)** (5.2335)** (7.0876)** (7.8406)**

一 〇.481188E-2 一 〇.490439E-2
一 〇.260022E-2 一 〇.252435E-2 一 〇.174892E-2

一 〇
.269280E-2

一 〇.203651E-2

nt]
(13.6870)** (10.6929)** (12.1663)** (3.6753)** (4.7486)** (14.8271)** (4.8801)**

収束 回数 a 6 2 2 2       2 3

▼

x2 12.3679 25.4683 12.0138 14.5842 16.0688 58.3770 17.5985

(自 由 度) U4) (18) (22) (18) (20) (24) (20)

(カイ自乗検定の結果については、*が 危険率5%で 毛デルが棄却されなかったことを、**は0.5%で 棄却されなかったことを示す。)

表3-1(つ づき) 横断面分析の推定結果(昭 和49年)

家 計類型 H 1 ノ K L M

年   齢 40～49歳 40～49歳 40～49歳 40～49歳 50～59歳 50～59歳

学   歴 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒

0～5歳 児 な  し な  し な  し な  し な  し な  し

6～14歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し

0.134716 0.688481E-1 0.188901 0.145046
一 〇

.239155
一〇.419739

π00
(3.6021)** (1.4742) (3.7711)** (2.3149)** (6.5805)** (7.5497)**

一 〇
.192212E-2

一 〇.216030E-2 一 〇.244606E-2 一 〇.266427E-2 一 〇.180946E-2 一 〇.143641E-2

nO]
(11.6629)** (10.0051)** (14.9229)** (12.7741)** (9.5588)** (7.1084)**

0.417320E-1 一 〇.654399E-3 0.143411 0.762571E-2 一 〇.330181 一 〇.525639

π 蓋0

(1.1025) (0.0137) (2.7966)** (0.1162) (8.8667)** (9.1537)**

一 〇.207537E-2 一 〇.265005E-2 一 〇.282109E-2 一 〇.284506E一 一2 一 〇.193761E-2
一 〇

.146406E-2

n>〉

(12.3487)** (11.8329)** (16.5356)** (12.8149)** (9.9013)** (6.9616)**

収 束 回数 2 3 3 2 1 z

XZ 27.0009 17.2905 59.7249 30.7682 21.1609 43.5963**

(自 由 度) (22) (22) <24) (20) (22) (24)
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表3-2 横 断 面 分 析 の 推 定 結 果(昭 和52年)

家 計類 型 A B c  i  D E F G

年   齢 20～29歳 20～29歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳

学   歴 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 高  卒

0～5歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し あ  り

6～14歳 児

  ,

な  し な  し あ  り あ  り な  し あ  り あ  り

0.372695 一 〇.465163
一 〇.119742

一 〇.499873
一 〇.152782 一 〇.798692E-1

一 〇.311284

rz oa
(5.0006)** (7.8427)** (2.6241)** (5.7210)** (0.9779) (1.8054) (4.2649)**

not

一 〇.315081E-2

  (8.9229)**

一 〇.340972E-2

  (12.6646)**

一 〇.148061E-2

  (7.7744)**

一 〇.238823E-2

  (6.1197)**

一 〇.977042E-3

    (1.5147)

一 〇.185405E-2

  (13.3968)**

一 〇.258908E-2

  (10.0106)**

0.320492
一 〇.531305

一 〇.187013
一 〇.560942

一 〇
.163963

一〇.184627
一 〇.499955

n10
(4.2628)** (8.5832)** (3.9619)** (5.9153)** (1.0310). (3.8891)** (6.3149)**

πu

一 〇.325186E-2

   (9.0988)**

一 〇.354419E-2

  (12.5285)**

一 〇.198630E-2

  (9.9574)**

一 〇.308657E-2

  (7.1277)**

一 〇.153404E-2

  (2.3265)**

一 〇.226710E-2

  (14.9141)**

一 〇.262536E-2

  (9.2600)**

収 束 回数 z a 2 z z 3 z

X2 40.9880 25.2512 26.5170 10.9848 8.3099** 69.2273 21.7232

(自 由 度) (18)        (20)i (22) (18) (14) (22) C18)

表3-2(つ づき) 横断面分析の推定結果(昭和52年)

家 計類 型 H 1 ノ K L M

年  齢 40～49歳 40～49歳 40～49歳 40～49歳 50～59歳 50～59歳

学   歴 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒

0～5歳 児 な  し な  し な  し な  し な  し な  し

6～14歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し

0.286416 0.376253E-1 0.377122 0.302646
一 〇.222342

一 〇
.268992

aoO
(7.6838)** (0.8794) C7.7171)** (5.6156)** (6.9079)** (5.5833)**

一 〇.193541E-2
一 〇.154827E-2 一 〇.234779E-2 一 〇.240145E-2

一 〇.136250E-2
一 〇.131518E-2

nO1
(14.1365)** (9.1058)** (17.2271)** (15.3749)** (9.7800)** (9.5810)**

0.23837] 一 〇.435312E一] 0.276605 0.154264
一 〇.276292

一 〇.375701

R10
(6.3376)** (0.9969) (5.5617)** (2.7576)** (8.4306)** (7.5810)**

一 〇.214219E-2
一 〇.185757E-2

一 〇.246607E-2 一 〇.259094E-2
一 〇.155161E-2

一 〇.132946E-2

π 〉〉

(15.3838)** (10.5963)** (17.5855)** (15.7185)** (10.8352)** (9.3422)**

収 束回 数 2 z 2 2 2 2

XZ 39.4664** 38.8525** 23.1164 33.3042 30.6809 31.0659

(自 由 度) (22) (22) (22) (22) (22) (24)
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な い もの は0.5%有 意 水 準 で 棄 却 す べ き もの を意 味 す る。 昭 和49年 の 推 定 結 果 に つ い て はF,ノ 型

の 家 計 、 昭和52年 の 結 果 に つ い て は 、4,F型 の 家 計 が 仮 説 を 棄 却 す べ きで あ る こと に な る。 残 りの 、

昭 和49年 につ い て は10類 型 、 昭 和52年 につ いて も 同様10類 型 に関 して 、 理 論 モ デ ル は十 分 な説 明力

を も って い る と判 断 で き る。

 パ ラ メ タ π に つ い て の有 意 性 検 定 の為 のt統 計 量 は括 弧 の 中 の数 値 と して 与 え られ て い る。正規 分

布 を 用 い て5%水 準 で有 意 に な るもの は 「**」が つ け られ て い る 。仮 説XOO-0,π01-0が 有意 で な い

もの が26ケ ース 中8ケ ー ス み られ る。 仮 説 π01=0,X11-0が 有 意 で な い もの は26ケ ース の 内1ケ ー

スだ けで あ る。 そ の1ケ ー ス は 昭和52年 のE型 家 計 の π01で あ る。 そ の 他 の ケ ー スで は 世 帯 主 所 得

1の 係 数 π01,π11は い ず れ も有 意 で あ り、 世 帯 主 所 得 は各 確 率 を 決 定 す る主 要 な 要 因 で あ る こ とを 示

して い る と評 価 で き る。

 さ らに、 推 定 され た π01,π11の 値 を み る と、 全 て の ケ ー スで 負 の 値 を と って い る こ とが わ か る。 か

つ1つ の ケ ー スを 除 い て 全 て 有 意 で あ るか ら、 昭 和49、52年 の 各 家 計 類 型 の ほ とん ど類 型 に関 して 、

ダ グ ラス=有 沢 法 則 が 成 立 して い る こ とが 確 か め られ た 。

 な お 、横 断 面 資 料 に よ る テス トで は これ 以 上 の テ ス ト基 準 を求 め るわ け に は いか な い。 例 え ば、 パ

ラメ タ π は雇 用 条 件w,hが 変 化 す れ ば一 諸 に 変 化 す る誘 導 形 パ ラメ タで あ り、昭 和49年 につ いて の

推 定 値 と52年 の 推 定 値 を 比 較 す る とい う こ とに は 意 味 が な い。 ま た例 え ば、49年 の 推 定 値 元 を用

い て52年 の 各 就 業 率 を 外 挿 す る と い う こ と もで き な い。 そ の為 に は構 造 パ ラメ タ θを 推定 しなけ れ

ば な らな いの で あ る。 したが って 今 の 段 階 で は一 時 点 のcross-sectionに 対 す る理 論 モ デル の 説 明 力

を テ ス トした だ け に留 ま らざ る をえ な い。

5.プ ールデータ による分析

 前 節 で は 理論 モ デ ル が一 時点 の横 断 面 資料 に つ い て は 高 い 説 明 力 を有 す る こ と を確 か め た。 この 節

で は、 理 論 モ デ ル が二 時点 に わ た る横 断面 資 料 の 動 きを も説 明 す る こ とが で き るか ど うか を テ ス トす

る。その為 に理 論 モデ ルに登 場 す るパ ラメ タ θを 推 定 す る方 法 を 提 示 し、 ま た適 合 度 検 定 の 為 の 統 計 量

を導 く。

 添 字t=1,2に よ って 昭 和49年 、52年 を 示 す こと にす る。 特 定 の 家計 類 型 に含 ま れ る家 計 数 を各

年 、 それ ぞれNr(t=1,2)と す る。 Ntの 家 計 は世 帯 主 所 得 水 準 に応 じてKt個 の 所得 階層 に分 類

さ れ て い る。 第kt番 目の 階 層 の 世 帯 主 所 得 水 準 はIktrと す る。 た だ しkt=1,… …, Kt。 第t年

に お け る普 通 雇 用 機 会 の 雇 用 条 件 は(w,e, hir),短 時 間 雇 用 に つ い て は(wzt, hzt)と す る。賃 金 率 は

両年 に つ い て差 が 存 在 す る もの とす る(Z〃11≒wiz, wzi≒wz2)。

                     一72一



             2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

第t年 の 第ke階 層 にお け る就 業 確 率 は 、(19)、(221、⑳ よ り、

     Plktr=J二lktt(S)ds

         ryOktt(57)PZktt=J fCs)ds
          s'iktt

     Poktt- f(s)dsyOktt c二 ∵'.一'Kr)

と示 され る。 こ こで 、(27)より

(58)ykrt一(;:1::)一ZkttXtB

が成立する。ただ し

(59)Zktt一[11kttOO
OO I Iktt]

で あ り、Xrは ㈱ で 定 義 され る行 列Xの 要 素 で あ る と こ ろ のw, hに 添 字tを つ け た もので あ る。

(58)を書 き換 え る と

  (60) yk〆=Yk〆 θ

(た だ しYkt=ZktXt)と な る. x・1炯 塒 点 備 断 面 デ ー タで は一 定 で あ る力塒 点 間 で は 異 な っ

た値 とな る。

 (60)の内 容 を も う一 度 あ らた め て書 き 直す と、 次 の よ うに な る。

         yii   Y1,          '

  (61)y**=lyxlil=IYxllle=Y**B
         y12   Yiz

         yxZ2 YKZ2

ただし

         Z*Y**_0 0z2*[XX:]一Z*・X*

㌦ 図
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 Pktt'≡[Poktt,1)ik〆](kr=1,… …, Kr, t=1,2)が す べ て 与 え られ れ ば 、(57)より、 各ykttは

一 意 的 に 決 ま る
。 す な わ ち(61)の左 辺 のy**は 確 定 す る。 θの 識 別 性 は(61)の解 の 一 意 性 の 問 題 と置 き

換 え られ る。 い ま 、 行 列

(63>Zｰr一[1

1,r:::::11xtt

の ラ ンクが 、t=1,2に 対 して 、2で あ る とす る と、 Z,*=(2K,×4)とZz*一(2Kz×4)は 共 に ラ

ンク4と な り、 さ らにZ**=(2(K,+KZ)×8)の ラ ン クは8と な る。 行 列X*=(8×5)が フル ラ

ンクで あ り丶 か つ 掛 算Y**=Z**X*を 行 な った 後Y**の 要 素 に関 して 共 線 性 が 生 じな い とす れ

ばY「**の ラ ンク は5と な る。 そ して この と き に限 り θ は(61)によって 一 意 に決 定 され 、 識 別 可 能 と な

る。 実 際 の デ ー タ にあ た って み る と、 計 算 途 中 で 得 られ るY**の ラ ンク は フル ラ ンク5の 条 件 を満

して い る。

 第kt階 層 にお け る家 計 数 をNkttと す る。 そ してNkttの 家 計 の 内Lktt, s'ktt, Mkttの 家 計 が そ

れ ぞれ 普 通 雇 用 、 短 時 間 雇 用 、 無 業 を 選 択 して いた とす る。 ただ しNktt-Lktr+.Sktt+Mkttが 成 立

して い る。 一 時 点 の と きの 尤 度 関 数 は 、 前 節 で 示 され た よ う に

(64) KtF'ct>*_
kt=1Lktt!畿li!岬P1融 恥 飾P遭

で あ る。 ただ し各Pは(57)で 与 え られ る とす る。t=1とt=2の 確 率 構 造 が 独 立 で あ る な らば 、2

時点 に お よぶ プ ール デ ー タ に と って の 尤 度 関 数 は

  (65) F*=F(1)*・F(2)*

で 与 え られ る。

 Bの 最 尤 推 定 値 ∂ を得 る為 の 尤 度 方 程 式 は、 直接 に微 分演 算 を施 し整 理 して み る と、

                      pOktt p2ktt

(66)∂1F*zKrnae 
t=1kr=1∂ 貉 螂 晦 無P2kttpzk

tt一 ・

                     Plktt Pzktt

と な る 。 こ こで 、

     piktt=Lk〆/Nk〆

  (67)     1)2ktt = Sktt/Nktt

     pOktt=Mktr/Nktt

で あ り、 ρ1妬pzkt, poktそ れ ぞ れPlktt, Pzktt, Pokttの 推 定 値 で も あ る 。 さ ら に
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            2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

     ¢・・t一[1(yoktt)O       f(yiktt)]
  (68)

     ∂〃々 〆'        ;y卩le
tt'     ∂θ

でもある。

 ここで、次式を定義する

     恥 「 七(P・ 〆々(1-P・々〆一PikttPoktt)㌶lll脅 塊))
  (69)

     qktt一くD・,・一・(Pp:1::二;:1::)

     Ω ・〆噂LΦ ・〆一ユrl・tt'1Φktt'1,

す る と尤 度 方 程 式 は 次 の よ うに書 け る。

     ∂1nF*        =Σ Σyle
,t'S")htt-1qlett=0  (70)      ∂θ         '々

,

θ に つ い て非 線 型 の 尤 度 方 程 式 ㈲ を 解 くに は、 情 報 行 列

  (71} 1(θ)一 一 Z Z Yhtt'SLktt-1 Yktt

を 使 った 、Scoring法

               ∂lnF*  (72)   θ(i+1)=θ(の+1(θ(i))一1                      i=1,2,……

                ∂θ  θ(3)'

に よ る逐 次 近 似 を 用 い るの が便 利 で あ る。 逐 次 近似 の初 期 値 θ(1)は 第4節 の 場 合 と同 じよ う に求 あ ら

れ 、

  (73)  θ(1)一[Σ 2] Yh,t'ΩlettYktt]一1[Σ Σ}7距 〆'Ωle〆nyktt]
        '距,

と な る 。 た だ しnyktt'=[rp Oktt・rp '1 h tt]は

       コ

      η1ktt

     ∫        f(s)ds=Plhtt
      -QO

  ㈲

     ∫1。、〆(s)ds =・P・k・t

で 定 義 され るYkttに 対 す る"第0次"近 似 で あ る。 Pkttに 対 す る第0凍 近 似 はPkttで あ る。

 ひ と た び θ(') (i≧1)が 計 算 され る と、ylett及 びPhttの 第i次 近 似 は 、
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     yktt(i)=Y'kttθ(の

     POktt・ の 一('yiktt(Z)(S)4・
  (75)

     Plktt<:)一∫漏 ・i)f(S)ds

と して 計 算 し、(74)式の 右 辺 の 各 項 を 計算 す るの に利 用 され る。

 第i回 目か ら第i+1回 目の逐 次 計 算 の差 、dc:+1)一1θ σ+1)一e(:)/apt)1が 、 θの 全 て の 要 素 に 関 し

て 、1/100・ よ り小 さ くな った 時 に収 束 計算 を 終 了 し、 最 尤 推 定 値 ∂ に 到 達 した と見 な す 。以 上 の よ

うな手 順 を 踏 ん で 、 構 造 パ ラメ ー タ ∂ の 推 定 を 試 み る。

 古 典 的 な 正 則 条 件 の 下 で 、 最 尤 推 定値 は 、漸 近 的 に平 均 θ、分 散 共 分 散 行 列1(θ)一1の 正 規 分 布 に 従

う こ とが 知 られ て い る。 θ につ い て の 有 意 性 検 定 には この 結 果 を用 い る。

 二 時 点 にわ た る横 断 面 資 料 に対 して 、 理 論 モ デル が どの 程 度 の 説 明 力 を もつ か を検 定 す る に はPe-

arsonのxz適 合 度 検 定 量 を用 い る。 その 検 定 量 は、

(76)ノ ー ゑ 拿
1縣 穿 綜 塀)2+(sktt-NkttP2kttNkttP2ktt)2+(Mktt-NkttPOkttNkttPOktt)'}

と定 め られ るが 、 計 算 上 は

        2 Kt

  (77) XZ=Σ Σ9,々 〆'rktt-1S4ktt
       t=]kt=]

を用いる。一般にx2一 統計量は漸近的に自由度n(=独 立なセルの数一推定されたパラメタの数=

(3-1)(K,+Kz)一5)のx2分 布に従 うことが知 られている。この性質を以下の検定では用いる。

 A型 の家計類型どお し、あるいはB型 の家計類型どお し、という具合に同一の類型について昭49

年の横断面資料と52年 の横断面資料 を一つ にまとめてプールデータとする。それに上述の統計的方

法を適用 して、最尤推定値 ∂'=匸rl/σ, rz/σ, r3/σ, r9/σ, r5/σ]お よび適合度検定量x2を 得る。 A

か らMま での各家計類形について求めた統計量が表4に 与え られている。

 適合度検定の結果を見ると、D型 及びG型 家計以外については、全て理論モデルは棄却されるこ

とになる。検定量を用いるまでもな く、観察値と理論値をプロットしてみると、理論モデルの妥当性

は疑わしいことがわかる。図5はC型 家計に関 しての観察値 と理論値の適合度を表わしている。両

者のギャップはランダムに散ばっているのではなく、システマティックに理論値 と観察値が乖離して

いる様子を見ることができる。さらに進んでパ ラメタ θについての有意性検定を検討す ることはあま

り意味はないと思 うが、一応、括弧内のt一 統計量によってこの検定を行なっておこう。(**)印 は

有意水準5%で 有意なものを表わす。前節の一時点の横断面データを用いたときの πの検定結果と比
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 表4 プールデータによる推定結果

家計 類型 A B C D E F G

年   齢 20～29歳 20～29歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳

学   歴 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 高  卒

0～5歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し .な  し あ. り

6～14歳 児 な  し な  し あ  り あ  り な  し あ  り あ  り

一 〇.210610E-2
一 〇.291112E-2

一 〇.738635E-2 一 〇.104590E-1
一 〇.274951E-2 一 〇.528854E-2

一 〇.220506E-3

71/σ (1.9402) (2.3350)** (7.7598)** (4.1094)** (1.6538} (6.3236)** (0.1368)

一6 .546196
一10 .994171

一10 .476751 一6 .781215
一8 .447696 一10 .858538

一15 .751899

r2/σ
(2.1292)** (2.7288)** (6.8843)** (1.9390) (2.7331)** (7.5718)** (5.7725)**

0.382312E-2 0.351551E-2 0.116329E-2 0.137475E-2 0.136291E-2 0.152362E-2 0.225677E-2

rs/a
(14.9439)** (14.6240)** (7.7269)** (3.8230)** (4.1843)** (13.1034)** (9.7043)**

9.020178 5.789858
一2 .748570 0.384755

一 〇.582128E-1
一1 .180756 一 〇.335359

Ta/a
(5.4106)** (2.4536)** (3.8028)** (0.2348) (0.0417) (1.4811) (0.2395)

一〇.103266E-2
一 〇.582050E-3 0.357073E-3 0.516255E-9 0.510833E-4 0.176489E-3 0.103057E-3

Ts/o
(5.3444)** (2.1290)** (4.2495)** (0.2708) (0.3151) (1.8993) (0.6335)

収 束 回数 19 4 a 3 6 3 3

Xz 387.4443 68.8709 118.9529 37.0551 94.1352 272.1064 66.4771**

(自 由 度) (35) (41) (47) (39) (37) (49) (41)

理論的制約 0 0 x x x X X

表4(つ づき) プールデータによる推定結果

家 計類 型 H 1 ノ K L M

年   齢 40～49歳 40～49歳 40～49歳 40～49歳 50～59歳 50～59歳

学   歴 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 中  卒 高  卒

0～5歳 児 な  し な  し. な  し な  し な  し な  し

6～14歳 児 な  し あ  り な  し あ  り. な  し な  し

一 〇.259501E-2
一 〇.547033E-2

一 〇
.350976E-2

一 〇.275108E-2
一 〇.252231E-2

一 〇.397389E-3

ri/o
(4.2540)** (5.8890)** (5.1642)** (2.7879)** (3.5342)** (0.5321)

一11 .304245
一8 .490391 一12 .851684

一13 .330527
一10 .47066] 一8 .509156

'7
2/a (13.0145)** (7.2155)** (13.6223)** (10.7494)** (9.4706)** (6.2416)**

0.164326E-2 0.142643E-2 0.201579E-2 0.217442E-2 0.132008E-2 0.118520E-2

T3/o
(14.7320)** (9.7322)** (17.9528)** (15.6106)** (10.9470)** (9.8371)**

一1 .509718
一〇.628999 一1 .425678

一 〇.591970 一1 .460791
一 〇.225613

Tn/o
(7.8404)** (2.4325)** (5.7425)** (1.8480) (3.8573)** (0.3803)

0.169899E-3 0.851874E-4 0.160051E-3 0.662431E-4 0.208067E-3 0.758730E-4

Ys/a
07.9828)** (2.9593)** (5.8157)** (1.8555) (4.8534)** (1.1253)

収 束回 数 z 2 3 3 a 3

X2 122.3540 79.6940 160.2053 139.4902 77.6887 103.6605

(自 由 度) (47) (47) <49) (45) (47) (51)

理論的制約 X x X X x X
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較すると、パラメタの有意性はか   図5

なり低下 していることがわかる。

 一方、ダグラス=有 沢法則とモ (%)
                 40デ ルが 整 合 的 で あ る為 に は π

01<

・・π11〈・ と な って い な けれ ば な 慧

らな い.こ れ を鞴 パ ラメ タ に関 屠3・

               有して書き表わすと       
業

               率

     。。1一彑 ω、一彑 く。 20
        v     6

  (781

     π11-            10

     rl6(乃1努i≡hzwzhz)

                 0

     -rs<O
      Q

C型 家計における普通雇用有業率の実現値と理論値

(習慣形成効果導入前)

                 一一一一49年実現値

                 一一一一一'〃 理論値
                 一'一52年 実現値

、/へ＼    一←"理 論値
  、、   丶ゾ・广 ●丶
                     

    、    ＼    、・・、   '㌧'へ .
       、＼     丶

         '＼ 、 &
           、、、  軸ト丶.   ,一1             、          },

100 200 300         400       500

   実質世帯主所得 万円

となる。推定された γ1/σとr3/σ を用いて π01,π11の値を上式に従って逆算 してみる。その値が共

に負になっている時、ダグラス=有 沢法則に基づいた理論制約を満 しているということになる。Aか

らMの13種 類のうち、この理論制約を満しているものはA型 とB型 の2つ の類型だけにすぎない。

横断面資料の分析によって確認されたダグラス=有 沢法則ではあったが、構造パラメタまで推定を進めて

いくと、その推定値ではダグラス法則は認められないことになる。横断面分析の結果を重視するかぎり、

このことは推定された θの値の信頼性が低いという意味と解釈せざるをえない。以上の諸結果からし

て、理論モデルは一層の改善の余地がありそうに考えられる。実際、図5の 如 くシステマティックな

誤差が見られるという事が改善の依 り処である。

6.習 慣形成仮説-

 この 節 を 始 め る にあ た って 、(19)、(22)、⑳ か ら次 式 を 導 いて お く。

(79)aP1_fa
wl(yi)(乃1弩 、)。[(1+wlhl)・1+7・+(T-h,)・ ・]

こ こで!(yi)>0,砺 一h2>0,σ>o,で あ るか ら、 図2の 点 ロ に お け る所 得 の 限界 効 用 一(1+w,h,)

71+rz+〈T-h)Tsが 正 な らば ∂P,/∂ω1>0で あ る。 す なわ ち、 普 通 雇 用 機 会 の賃 金 率 が 上 昇 す れ

ば 、 普 通 雇 用 に対 す る就 業 率 は 上 昇 す る こ と にな る。 この 理 論 的 帰 結 と図5に お け る就 業 率 曲 線 の上
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             2.「有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

方変位は整合的である。実際図5の 理論値も昭和49年 から52年 にかけて上方変化を示 している。と

ころが同図における観察値の上方変位は、理論値の上方変位を上回るものである。理論値 は昭和49

年については過大予測、昭和52年 については過小予測である。もう1つ この図で特徴的なことは予

測誤差と世帯主所得の相関である。昭和49年 については、世帯主所得の高い階層で予測誤差が大き

い.昭 和52年 については世帯主所得の低 い階層で予測誤差は大きし・・ これ ら2つ の特徴はC型 家計

に限 らず、他の家計類型についても見い出されている。

2時 点にわたる鰈 軸 線の変位を説明する為1・は、次の2点 にっいそ繍 モデルを改善 させなけ

ればならない。すなわち、(i)昭和49年 か ら52年 にかけての就業率曲線の上方変位は賃金率の上昇だ

けで説明することはできず、これ以外の上昇要因の導入が必要であること。(ii)予測値の就業率曲線が

昭和49年 ではより急勾配になり、昭和52年 ではより緩やかになるような要因の導入が必要であると、

この2つ の基準を充足するよう腰 因を理論モデル噂 入することが必要となる・分析に使われた資

料は家計類型毎に分類されている為、モデルの中に家計の人・学的変数を持ち込んで問題を処理でき

る可能性は少い。

 問題の形式的表現は、1つ の理論図式で2時 点以上の横断面資料の動きを説明するということであ

る。全 く同じ形式の問題が、消費需要分析の分野でも生 じていたことを我々は知っている。以下では

消費の分野で展開された習慣形成仮説を労働供給の問題にも適用 して、その有効性を確認することに

したいむ

 今までの議論では、選好関数(1)は時点間についても、また所得階層間についても一定であるという

前提がおかれていた。以下では、この前提を取 り除き、時点間あるいは所得階層間において各家計の

選好関数たは差異があるものとする。かつその差異はランダムに生 じたものではなく過 去の所得経

歴にもとずいて造 り出された差異であると考える。すなわち 「所得の習慣形成効果」によって各家計

ごとの選好場には変位があるものとす る。理論モデルの他の側面、例えば制約式に相当する部分は従

前通りのものとして手をつけない。

 習慣形成効果を表わす変数Hを 用い、選好関数 ωを

  (80).ω 一 ÷71〃 ・+(α+PH)y+γ ・yA・+r・A+÷ ・・A2

と書き選 騰 の変位を導入する。ここで1鏘 に所得の限界効用(aw  =rly+(α+β 石ray)+の

の切片項が習慣形成 と共にシフ トする形をとる。この形にす るのが、一番単純な修正である。その上、

 これによって習慣形成という定性的な仮説をパラメ トリックにテス トすることが可能となり、また以

下 に述 べ る よ う に、 上 述 の 問 題点(i)、(ii)を一 拠 に解 決 す る こ と もで き る。
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 ここでのモデル修正は従前のモデルのrzをa+βHで 置き換えたものであり、各就業確率を定め

る方程式も次の通 り簡単に求あることができる。

    P,一1"ニ ン(・)ds

  (81)Pz=Jyof(s)dsyi

    Po=fCs)dsyo

ただし

       yoy==ZXByi

       llHOOOZ=00011H
       hzwz        _1 hz_T2 wz OwzCT-hz)   2

       wz   O   O-1      00
  (82)    0      0     wzO           O O

    X=譬i≡ 磐h,w,h,≡hzwzhz・ 嫡(T-h,)hl≡h2wZhZ(7-h2)一1辱2-7

       hlwl-hzwz               O      o f              o  O

        h,一hz

       ・   ・ 乃1努i≡hzwzhz…

    θ' = [r1/σ  a/σ  β/σ  r3/σ  r4/σ  γ5/σ],

とす る。

あ る い は これ を書 き換 え て

(y-83)[漁:鑑::HH,

     πノニ・(x卩θ)'=[π00,π01,π02,π10,π11,π12].

と して も よ い 。

                   一80一



             2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アブq一 チ」

 過 去 に お いて 高 い所 得 を 経 験 した 家 計 は 、 その こ とが 記 憶 と な って 残 り現 在 の所 得 に対 す る選 好 を

強 め るで あ ろ う。 したが って 習 慣 形 成Hは プ ラ スの 係 数 β を伴 っ て 、所 得 の 限 界 効 用 曲 線 を 上 方 に

変 位 させ る と考 え られ る。 β が プ ラ スで あ るな らば 、 ㈹ に お け るHの 係 数 もプ ラス、 す なわ ち

     π・2・・ w,β/σ>0

(84)  hlwl-hZw2 Q

    niz-h,一hz v〉 ・

と考えられる。

 次に習慣形成項Hを 導入した効果を、数式上確かめておきたい。就業確率Pi,お よびPi+P2は 外

生変数(w,h,1, H)が 変われば、その値を変化させる。 Wlの 変化に対 してP1が どう変るかは(79)

で見た通 りである。ただ ωの変化に もとず くだけでは二時点間の就業率曲線の変位を追 うのに十分

でないことは、前節の計量分析が示 していた。そこで、w及 び1を 一定に しておいたときに、 Hの 効

果がどれだけ働 くか検討 してみると

     器 一f(Yl)・1劵 ・一f(Yl)・ ・12

  (鴎)

     ∂(Pi+P2)               ∂yo           ==f(y
o)                 一∫(yo)π。2       ∂H               ∂H

とな る。(鋤か ら β>0の とき は π12>0 π02>0で あ った か ら、(85)より次 式 が 導 か れ る。

  ㈱ 器 〉・ ∂(pl+Pzax)〉 ・

すなわち習慣形式が増大 した場合、就業確率は拡大すると言える。この拡大効果の"量"と しては、

それぞれ1号 ・4肺 よび∂(il毒i' agiPo)dH一(fsある・

 第t年 ・第 々,世帯主所得階層の習慣形成をHkttと 書き

        ず  

  (87) Hh〆=ΣDktr
        τ=τO

と定 式 化 す る。 こ こでDkt,は τ年 にお け る第let階 層 の 実 質 可 処 分 所 得 とす る。 習慣 形 成 は基 準 年

τo(例 え ば昭 和48年)か らt-1年 まで の 可 処 分 所 得 の累 積 とす る。 例 え ばHk 4g 4g=Dh4948,あ る

い はHk S2 52=Dk S2 48+Dk S2 4g+Dk S2 SO+Dk S2 51と な る。 な お 、個 々 の 家 計 のDktrは わ か らな い か ら、

家 計 は各 年 に お いて 同一 の 所 得 階 層 に属 し、 他 の所 得 階層 に は移 らな い と仮 定 す る。 この仮 定 の も と

で は 、t・・=49年 及 びt= 52年 に 同一 の 階層k ・=le 44-k s2に 属 して い た 家 計 の 習 慣 形 成 に つ い て

  (99> Hk 49<Hk S2
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が 成 り立 つ 。 何 故 な らHle 52=Ak 4g+Dk4g+Dle SO+Dk Slで あ る。 習 慣 形 成 は圃 の様 に プ ラス の効 果 を

もつ 。 τo=48年 の就 業 確 率(Pi及 びP1+P2)を 基準 に考 え る と、49年 に は習 慣 形 成 効 果 の み に

よ って もPi及 びPi+P2は 拡 大 す る。 そ して(99)を考 慮 す る と、48年 か ら52年 の就 業 確 率 の拡 大 は

48年 か ら49年 の それ を 一 層 上 回 る こ と にな る。 相 対 的 に言 え ば52年 のPi及 びP1+P2は49年 の

Pi及 びPi+P2よ り も拡 大 の 仕 方 が 大 き い。 この よ うに して 習慣 形 成導 入 に よ って 、前 述(i)の 基 準

を ク リア で き る こと に な る。 この よ うな メ カ ニ ズ ム を 習 慣 形 成 の 横 断 面 間(intra-cross-section)効

果 と呼 ん で よ いで あ ろ う。

 次 に の べ るの は 、 い わ ば習 慣 形 成 の 横 断 面 内(inner-cross-section)効 果 で あ る。 時 点tを 固 定 し

て 、 同一 時点 のcross-section内 の 第k'階 層 と第k"階 層 を 考 え る(た だ しk'〈 々")。 した が って

両 者 に と って の 習慣 形 成 は

        ゴ  

     Hk・t一 ΣDk',
        τ=・τO

  (89>
         ま  

     Hk〃,一 ΣDh〃 τ
        τ=τ0

である。両式の右辺は共に同数の項をもつ。通常現在の所得1と 過去の所得Dに は短期的にみて正

の相関があるだろう。これを認めるならば、両階層の現在所得の大小関係(∫ 〆〈∫〆')は 過去の所得

の大小関係

  ({勘 D々・τ〈Dk〃,

を意味し、従 ってそれらの累積について も次の大小関係が成り立つ。

  (91)     Hk't〈Hk,, t

習慣形成のプラスの効果圃にもとずけば、(91)より、同一時点のクロスセクション内におりて高所得階

層(k")の 方が低所得階層(々')よ りも就業率拡大の効果は大きい。tが52年 を示すものとすれば、

以上の議論から、52年 の就業率曲線 は低所得水準で上昇幅は小さく、高所得水準でより大きく上昇

する。すなわち前節図5の 曲線よりもゆるやかな勾配となる。相対的に、昭和49年 に関 してはこの

効果は小さく、急勾配な就業率曲線を得ることになる。以上の議論によって前述の基準㈹ をクリアで

きる。勿論、習慣形成の効果がデータの動きを充分説明できるかどうかは後の定量的分析で確かめら

れなければならない。

 習 慣 形 成 導 入 後 、 第t時 点 、 第let所 待 階 層 の 各 就 業 確 率 は先 の(57)で定 め られ る。 た だ し、y, Z,θ'

の内容は変わり
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192)

        2.「 有配偶女子雇用就業確 率への実証的アブ0一 チ」

yktt-Zktt XtB

    lIktr Hkrt O O OZkrr=00011ktt Hktt

θ'=[γ1/σ a/σ β/σ r3/σ γ4/σ r5/σ]

とな り、X:は(82)のXのwl, wz, h,, h2に 添 え 字tを つ けた もの で あ る。 定 量 的 分 析 で は 構 造 パ ラ

メ タ θが 推 定 の対 象 とな る。 その 為 に(921を書 き換 え て

     yktt=Ykt:e

  (93)

     Yktt=Zktt Xt

とす る。 モ デ ル の テ ス トの 為 に は両 年 と も同 数 の所 得 階 層 を採 る か らK,一Ka Kで あ る。 こ こで

(93)をす べ て書 き 出す と 、次 の よ うに な る。

     y**= (yktt)=Y**θ

     殫=(Yktt)=  =(Z1*OX*O Zz*=Z**X*

11

…

κ

0

…

O

Z

Z

 

 

2

 

2

0

・
:

0

1

。
:

κ

 

 

Z

Z

XI

Xz

θの識別性の為には、前節の議論 と同様な筋道を通ってY**(2K×6)の ランクが6で なければなら

ないこと鰰 る・一 一(X,
XZ)一(12×6)は 外一 けからなる行歹・亅z,J般 にランク6を

もつことが観察値より確かめられる。さらに行列

(面・Zt・一しlili擁]

がt=1,2に つ い て フル ラ ン ク3で あ るな らば 、Z,*(2K×6)とZz*(2K×6)も そ れ ぞ れ フル

ラ ンク6を もつ 。 した が ってZ**(2K×12)も フ ル ラ ン ク12で あ る。 掛 け算Z**X*に お いて 行 列

Y**の ラ ン クが下 が らな い な らば、Y**は ラ ンク6を もつ 。 実 際、 推 定 の計 算 過 程 に お いて 得 られ

るY**は す べ て フル ラ ンクを もつ こ とが 確 か め られ て い る。

 習慣形成効果導入後 も、モデルの形式はそれ以前のものとまった く変わらず、推定 ・検定の手続き

は第5節 の方法がそのまま採用される。その結果が第5表 に示されている。
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表5 習慣形成効果を導入 したモデルの推定結果

家 計類 型 A B

      I

C D E F G

年   齢   20～29歳
6

20～29歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳 30～39歳

学   歴 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 高  卒

0～5歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し あ  り

6～14歳 児 な  し な  し あ  り あ  り な  し あ  り あ  り

Ti/a

一 〇
.999008E-2

   (4.2644)**

一 〇
.100022E-1

   (3.0909)**

一 〇
.136083E一]

  (10.7724)**

一 〇.171781E-1

   (5.0510)**

一 〇.939871E-2

   (4.5932)**

一 〇.127791E-1

  (11.6696)**

一 〇.693929E-2

   (2.9297)**

cG/a
一51 .994054

(3.6104)**

一53 .821782

(2.9559)**

 8.007482

(2.8548)**

8.620718

(1.3993)

28.155549

(4.2357)**

14.496896

(5.2181)**

3.656419

(0.6670)

β/σ
0.293028E-2

 (3.2979)**

0.271717E-2

 (2.3936)**

0.329102E-2

 (7.7643)**

0.304581E-2

  (2.9672)**

0.564711E-2

  (6.0797)**

0.372532E-2

(10.4533)**

0.291733E-2

  (4.1311)**

Ts/o
0.362119E-2.

  (14.0877)**

0.348457E-2

(14.5347)**

0.130900E-2

 (8.6490)**

0.162439E-2

 (4.4383)**

0.140638E-2

 (4.2765)**

0.172905E-2

(14.7086)**

0.239440E-2

(10.1652)**

la/o

一21
.510538

(2.2858)**

一22
.380856

(1.8816)**

 9.924865

(5.5354)**

11.173978

(2.8194)**

25:268118

(5.8012)**

16.186057

(8.7168)**

12.652062

(3.6476)**

T5/a
0.251475E-2

 (2.3014)**

0.268917E-2

   (1.9472),

一 〇.111911E-2

   (5.3588)**

一 〇.120352E-2

   (2.6101)**

一 〇.290453E-2

   (5.7164)**

一 〇.184849E-2

   (8.5332)**

一 〇.140691E-2

   (3.4905)**

収 束回数 19 7 3 3 5 3 3

XZ 370.8490 65.9931** 58.0952 29.4782 55.5428 170.2020 54.5352

(自 由 度) (34) (40) (46) (38) (36) (48) C40)

理論的制約 X x 0 0 0 0 0

表5(つ づき) 習慣形成効果を導入 したモデルの推定結果

家 計類型 H 1 ノ K L M
一

年   齢 40～49歳 40～49歳 40～49歳 40～49歳 50～59歳 50～59歳

学   歴 中  卒 中  卒 高  卒 高  卒 中  卒 中  卒 、

0～5歳 児 な  し な  し な  し な  し な  し な  し

6～14歳 児 な  し あ  り な  し あ  り な  し な  し

一 〇
.504120E-2

一 〇.864351E-2 一 〇.798255E-2 一 〇.840056E-2 一 〇
.554084E-2

一 〇.426317E-2

71/σ
(5.7883)** (7.0914)** (8.9394)** (6.6598)** (4.8459)** (3.4264)**

一9 .'108804 一5 .814501 一7 .757513 一6 .978966 一6 .062174 一 〇.820369
d/o

09.1222)** (4.3769)** (6.9612)** (4.7439)** (3.5477)** (0.3501)

0.127750E-2 0.181639E-2 0.269773E-2 0.308605E-2 0.129508E-2 0.172905E-2 巨

β/σ
(3.7827)** (4.0612)** (7.7584)** (7.1546)** (3.3036)** (3.9978)**

0.172109E-2 0.155199E-2 0.223552E-2 0.239377E-2 0.135776E-2 0.127477E-2
T3/o

(15.1603)** (10.3719)**
        .

(19.4038)** (16.7032)** (11.2024)** (10.4632)** P

,

一 〇.162540 1.208309 2.132879 3.555208 0.838701 3.942399
r9/a

(0.4002) (2.3203)** (4.0370)** (5.3623)** (1.0529) (3.2631)**
儚

0.160278E-4
一〇.124543E-3 一 〇.249897E-3 一 〇.409638E-3 一 〇.521819E-4 一 〇.398127E-3

rs/a
(0.3476) (2.1057)** (4.1308)** (5.4069)** (0.5785) (2.8974)**

収 束 回数 4 3 5 3 3 5

Xz 107.5162 64.5632 108.3923 91.3298 66.4893** 77.1098**

(自 由 度) (46) (46) (48) (44) (46) (50)

理論的制約 x 0 0 0 0 0
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2.「 有配偶女子雇 用就 業確率へ の実証 的アプ ローチ」

 習慣形成を含まないモデルでは、

適合度検定によると2つ の家計類                (%)

型(DとG)を 残 し他の全家計類 40

型について、モデルは棄却 された。
               普
習慣形成を臆 すると・8つ の家 纏3・

計鯉(B,C,D,E,G∫ ムM喟

について良い齢 度を得ること力肇

                 20
わかる。そして13の どの家計類型

について も適合度は一様に改善さ

れている。C型 家計を例にとって、 10

適合度の改善具合を示したのが図

6で あり、これを習慣形成導入前
                 0
の図5と 対比 して見ると、図5に

図6 C型 家計における普通雇用有業率の実現値 と理論値

(習慣形成効果導入後)
                一49年 実現値

                一一一一儡 〃 理論値
                一一一52年 実現値
  ,へ   '          一←一 〃 理論値
 、  ＼
 、
  、
      ._'丶
   、

    、     ＼     ・、     '』〉/丶
      、
      、

        、

        '    ＼
               ＼ 舳      .'・'                 、 ・

                       100         200         300         400        500

                                     実質世帯主所得  万円

見 られた、49年 の過大推定及び52年 の過小推定は消えている。さらに図5に 比べ、昭和49年 の予測

値は急勾配の就業率曲線となり52年 の予測値は緩やかな就業率曲線を示す ようになっているか ら、

実現値の動きを一層正確に追うことが可能 となったと言える。すなわち図5の 理論図式では、49年 か

ら52年 にかけてのP,の 予測値はほぼ各所得階層について一様 に上昇することを示 していた0こ れ

に比べ、図6の 理論図式では、予測値P,の 上昇は各所得階層で一様ではない。高所得階層ほどP,

の上昇幅は大 きい。これはモデルに導入した習慣形成効果の特徴といえる。

 パラメタの有意性については、表4で は17個 のパラメタが、水準5%で 有意でなかったが、習慣形

成導入後は推定されたパラメタの個数が増えたのにも関わ らず9個 に減 っている。さらに習慣形成の

係数 βについて見ると、どの家計類型 に関 しても有意であり、また当初の期待 どおりプラスの推定

値を得ている。

 習慣形成導入前のモデルでは、推定結果が理論的制約を満たすのは2つ の類型(A及 びB型 の若い

家計)だ けであった。既ち、ダグラス=有 沢法則によると、自らの賃金率の上昇に伴って就業確率は

上昇 しなければならないし、世帯主所得の上昇があれば就業確率は下がらなければならないはずであ

.る。だが、推定されたパラメタを用いてシミュレーションを行なってみると、特に前者について、ほ

とんどの家計類型で逆に賃金率の上昇により就業確率は低下 して しまうという推定結果になっている

ことがわかる。習慣形成を導入したモデルではこの点の改善が著 しい。3類 型(AとBとH)を 除

いて残りの10家 計類型すべてにおいて、推定値はダグラス=有 沢法則 と整合的 な結果 を示 している

(表6参 照)。A型 ・B型 家計では、逆に、習慣形成導入後の結果は、ダグラス法則との整合性を失な

一85一



表6,分 析 結 果 の ま とめ

家  計 類 型 AIB clD[E国G H11月K LM

年      齢 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

学      歴 高  卒 中  卒 高  卒 中  卒 高  卒 中卒 高卒

子供の年齢構成
0～5歳 児 な し あ り な し あ り な し な し あ り な し な し な し な し な し な し

6～14歳 児 な し な し あり あ り な し あ り あ り な し あ り な し あ り な し な し

横
断
面
分
析

49年
理 論制約 0 0 0 0 0 0 0 0 0 O O 0 0

統計的検定 0 0 0 0 0 X 0 O 0 X 0 0 0

52年
理 論制約 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

統計的検定 X 0 0 0 0 X 0 O 0 0 0 0 O

プよ
1る
ル分

デ析
1

に

横断面分析と同一の

理論図式

理 論制 約 0 0 X X X X X X X X X X X

統計的検定 )く X X 0 X X 0 X X X X X X

Habit formation

を 考 慮 した 理 論 図 式

理 論制 約 X x 0 0 0 0 0 x 0 0 0 0 0

統計的検定 X 0 0 0 0 X 0 X 0 X X 0 0

っている。妻の年齢が20歳 ～29歳 の若い世帯について習慣形成の効果を期待するという処に無理があ

るとも考えられる。勿論、習慣形成の導入の有無に関わらず、両モデルともA・B型 家計につ炉ては

適合度検定に合格 しておらず、今後改善すべきところが大 きい。

7.推 定結果の吟味

 前節の推定結果にもとづき、理論制約に合格した家計類型について、外生変数の効果を吟味 したい。

 まず各家計類型のもつ無差別曲線の形状を比較してみよう。図7は 例示としてC型 家計 とD型 、

E型 家計の無差別曲線を示している。無差別曲線は各類型の平均世帯(r4=r4の 家計)の ものであ

る。無差別曲線の形状は、次の三つの視点から比較可能である。まず第1は 無差別曲線の勾配、言い

かえれば所得一余暇の限界代替率についてである。これが急勾配であればそれだけ所得選好的という

ことになる。表7の 第2欄 の数値は、図7の 点ロにおける限界代替率である。図7の 点 ロとは、点イ

(家計所得=200万 、余暇時間=8,760時 間)を 通る無差別曲線が、余暇時間7,760時 間(労 働時間

1,000時 間)の 水平線と交わる点である。表7の 第1欄 は点ロの所得座標を示 しているから、これを

見れば余暇8,760時 間か ら7,760時 間にかけての平均代替率がわかる。

 第2の 視点は、余暇時間は一定としたとき、所得の増加によって限界代替率はどの程度変わるかと

                     一86一
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    2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

図7 C,D, E型 家 計 類 型 別 平 均 家 計 に お け る無 差 別 曲線

        ノ丶

余
暇
時
間

8200
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C型 家計ケースI         E型家計
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表7 無差別曲線の家計類型間比較

点 イ(家 計 所 得=200万 円 、 余 暇 時 間=8,760 点 ハ(家 計 所 得 一300万 円、 余 暇 時 間=8,760

時間)を 通る無差別曲線の形状 時間)を 通る無差別線の形状

家計類型 ケ ー ス1 ケ ー スII ケ ー ス 皿 ケ ー スIV

(点 ロ) (点 ゴ) (点 二) (点 二')

習慣形成=230 習慣形成=468 習慣形成=230 習慣形成 篇468

所得座標 接線の勾配 所得座標 勾 配 所得座標 勾 配 所得座標 勾 配

C 259.7 一9
.74 256.8 一10

.28 374.9
一7

.98 370.9 一8
.49

D 287.8 一7
.38 284.2 一7

.74 408.6 一5 .9? 403.6 一6
.31

E 240.7 一12
.42 239.3 一12

.87 345.5 一11 .55 343.9 一11
.98

F 248.8 一11
.26 247.1 一11

.68 358.5 一9
.83 356.4 一10 .21

G 271.0 一8
.82 268.7 一9

.14 385.2 一7
.62 382.4 一7 .91

1 310.3
一5

.48 299.6 一6
.35 503.2 一2

.25 472.5 一3
.07

/ 261.6 一10 .43 257.1 一11
.45 399.7 一6

.46 391.4 一7 .23

K 262.8 一10
.04 258.5 一10

.92 394.8 一6
.80 387.6 一7

.50

L 423.0 一2
.41 398.5 一2

.95 717.0 一 〇
.57 623.0 一1

.27

M 308.4 一6
.54 303.2 一6

.93 431.0 一5
.44 424.3 一5 .79

いう点である。 これを数式で示せば、

  (95)∂dydal石)/∂y

となる。図7の 点ハ(家 計所得一300万 、余暇時間 一8,760時 間)を 通る無差別曲線と、余暇7,760

時間を示す水平線の交点を点二とし、 この点における勾配を、点ロにおける勾配と比較すれば、おお

よそのところ(95)の値の家計類型比較はできる。表7の 第6欄 の数値が点二における勾配であるか ら、

これを第2欄 と比較すればよい。

 第3は 、習慣形成の拡大によって無差別曲線の形状が どのように変わるかである。習慣形成の拡大

は所得に対す る選好を強めるから、無差別曲線の勾配はきつ くなる。図7に おけるC型 の ケース1

の無差別曲線はH=230の ときのものであり、ケース皿の無差別曲線はH=468を 想定 したものであ

る。 したがって点ロと点ロー'における勾配を比較すれば、習慣形成の無差別曲線に与える影響を知る

ことができる。表7で は第4欄 に、点ロ'に おける勾配を掲載 している。これを第2欄 の数値 と比較

すれば、限界代替率の変化はわかる。

 各家計類型を個別にすべて比較 しても、話は複雑になるだけであるから、年齢や学歴、子供の有無

                       gg一



     2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

図8-1 普 通 雇 用 就 業 確 率(1)1)の シ ミ ュ レー シ ョ ン結 果
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図8-3 短 時 間 雇 用 就 業 確 率(Pz)の シ ミ ュ レー シ ョ ン結 果
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図8-4 短 時 間 雇 用 就 業 確 率(Pz)の シ ミ ュ レー シ ョン結 線
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2.「 有配偶女子雇用就業確率への実証的 アプローチ」

 表8 家計類型間の推定結果の比較

平均家計における無差別曲線の特徴

 (横軸=所 得、縦軸=余 暇時 間)
就業確率水準

外生変数による就業確率(P!、P2)

の変化

どちらが急 世帯主所得 習慣形成の 普通雇用就 短時間雇用 世帯主所得 雇用条件の 習憤形成の

勾配か

(所得選好

上昇による

勾配の変化

拡大による

勾配の変化

業率

(どち らが

就業率

(どちらが

の影響

(どち らが

よ り大き

影響
(どちらが

賃金率上

影響

(どちらが、

所得の習

的か) はどちらが はどち らが 高いか) 高いか) くPIを低 昇、労働 慣形成の

大きいか 大 きいか 下させP2 時間短縮 増加によ

(緩やかに

なる)

(急勾配に

な る)

を上昇 さ

せるか)

によりP1、

Pzは 上

昇す るか)

りP1は

上昇す る

か)

家計特性

(i)妻 の年齢

a.30代 対40代 30 代 40代 40代 40代 30代 40代 30代 30代

b.40代 対50代 40代 ? 50代 40代 40代 40代 40代 40代

(11)妻 の学 歴

a.中 卒対高卒 高卒者 中卒者 中卒者 ? ? 高卒者 高卒者 高卒者

(iii)子供の年齢構成

a.5歳 以下の子供 存在 しない 存在する家 存在する家 存在 しない 存在 しない 存在 しない 存在 しない 存在 しない

をもつ家計対 もた 家計 計 計 家計 家計 家計 家計 家計

ない家計

b.6歳 以上の子供

を もつ家計対 もた ? ? ? ? ? ? ? ?

ない家計
一

という視点から系統だてて比較することにする。たとえば年齢による差を見るためには、他の属性が

同じで年齢だけが異なったE型 家計と ノ型家型、F型 家計とK型 家計をそれぞれ比較すればよい。

比較の結果は、表8の 第1、 第2、 第3欄 にまとめてある0ま ず限界代替率を見ると、年齢別には若

年者の方が、学歴別には高卒者の方が、子供の有無別では幼児のいない家計の方が代替率は大きい。

すなわち相対的にこれらの家計は所得選好的であると言える。他方、所得や習慣形成の限界代替率に

与える影響は、逆に年齢の高い、幼児をもつ中卒ゐ家計類型で一層大きく現われている。

 このように無差別曲線の形状は家計類型間で異なっているのだが、はたして この違いは各雇用就業

確率にどのような影響をおよぼしているのだろうか。無差別曲線の勾配が急であるならば、図2か ら

も明らかなようにそれだけ非就業状態を選ぶ人は少なく、逆に就業を選択する人は多いはずである。

そこで基本型 として世帯主所得200万 円、普通雇用の賃金率730円 、指定労働時間2,200時 間、短時

間雇用の賃金率460円 、指定労働時間1,500時 間、習慣形成230と 外生変黎を決め、 このときの各雇

用就業確率を計算 した。図8の 最下段の点は、このようにして求められた家計類型ごとの雇用就業確

率である。

 表8の 第4欄 、5欄 は年齢、学歴、子供の有無別に基本型にもとついて計算された各雇用就業率水
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準であり、無差別曲線の形状から予想されるとおり幼児の存在 しない若年者の家計で各雇用就業率は

高い。注目されるのは学歴の効果と6歳 以上の子供の効果である。中卒者と高卒者を比較してみると、

もし提示された賃金率が等 しいとするならば、両者の雇用就業確率には系統的な差異は見られない。

また5歳 以下の幼児のいる家計といない家計では両者に明らかな差異が観察されるのに比べ、6歳 以

上の子供になるとほとんど差はなくなる。

 次に各外生変数の就業率に与える効果について検討 しておく。習慣形成の増大は普通雇用就業確率

を押 し上げ、短時間雇用就業確率を下げる。計測の結果では、前者の効果の方が後者よりも大きいか

ら、全体の就業確率は上昇する。他方、世帯主所得の増加は就業確率を押 し下げる。普通雇用の賃金

率の上昇、指定労働時間の短縮は、 この雇用機会へ多 くの人を引きつけ、普通雇用就業確率を拡大す

る反面、短時簡雇用就業確率は低下する。逆に短時間雇用機会の雇用条件の改善はこの雇用機会を選

ぶ者を増やし、普通雇用機会を選択す る者を減らす。

 図8の 下 か ら2段 目よ り上 の点 は 、,これ ら外 生 変 数 を 順 次 変 更 して い っ た と きの シ ミュ レー シ ョン

結果を示 している。年齢別に比較してみると、世帯主所得の影響は40代で一番大きく、雇用条件の改

善にともなう自らの雇用機会への誘因効果、習慣形成あ効果はともに若年層で大きい。学歴別に見て

みると、いずれの効果も中卒者よりも高卒者で大きく、また幼児のいない家計で顕著であることがわ

かる。

 最後にシミュレーションの結果に照 らし合わせながら、女子の雇用就業確率が上昇 しているという

実態について考えてみよう。まずその一因として、世帯主所得上昇の伸び悩みが挙げられる。世帯主

所得の水準は同じであったとしても、それが高度成長期のように大幅に伸びてきた局面と、第1次 石

油ショックのように伸び悩んでいる局面では、就業確率に与える影響は大きく違う。大幅に上昇 して

きた局面では、過去の所得水準は低かったはずであり習慣形成Hは 小さ く、それだけ就業確率を引

き上げる効果は小さい。ところが所得のさほど伸びない局面では、過去においても現在 とさほど褒わ

らない所得を確保 していたはずであるか ら、所得に対する習慣形成はすでに確立されており就業率を

押 し上げる効果は大きく現われる。

 他方、短時間雇用を選択する者が増えているという事態は、どのように説明されるだろうか。 シミ

ュレごションの結果によると、世帯主所得1の 短時間雇用就業率への影響は大きくない。むしろ各雇

用条件の与える影響の方が大きく現われている。なかでも指定労働時間の与える効果は顕著であり、

普通雇用の労働時間の延長、短時間雇用の労働時間の短縮は短時間雇用就業確率を大幅に引き上げる。

このように女子の雇用就業確率は、所得、賃金率の他に労働時間の長短に敏感に反応するという特性

が読みとれ、 これが最近の短時間雇用者増加の現象 となって現われていると考え られる。

 以上は昭和49年 、52年 のr就 業構造基本調査』を使 った分析結果であるが、対象期間が石油ショ
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             2.「有配偶女子雇用就業確率への実証的アプローチ」

ック直後の二時点にかぎられていることを考えると、この結論には多 くの留保条件が必要である。そ

の後も続いている女子の労働市場進出が同様な理由で生 じているのかどうかを言うためには、石油シ

ョック以前の高度成長期やその後の安定成長期も含め、対象期間を延長することが必要であり、もう

少 し時点を増や してはじめてモデルの妥当性を吟味できる側面もある。以上の結論が暫定的なもので

あることは言うまでもない。

 さらに本稿の提示 した習慣形成仮説は、本来動学的モデルとしてとらえるべきものであり、供給者

の入職 ・離職 ・転職行動との関連をさらに分析することによって、仮説ゐ妥当性を吟味することが今

後の課題として残されている。
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